
人 K㎡ 人 人 人

人 K㎡ 人 人 人

 千円 千円 ％ 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

％ ％

( %) ( %)

％ ％

( %) %)

千円 千円

千円 千円

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

％ ％ ％ ％

〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕 〔 %〕

千円 千円 千円 千円
人 円 人 人 円

1,456

う ち
技能労務

159

0

1,493

1,573

　（注１）「実質収支比率」の分母は、臨時財政対策債発行可能額を含む。（　）書きは、臨時財政対策債発行可能額を分母に含めない場合の数値である。
　（注２）「経常収支比率」の分母は、23年度・24年度ともに経常一般財源等歳入合計、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債の合計である。

（　）書きは、減収補塡債特例分及び臨時財政対策債を分母に含めない場合の数値である。

△ 172,062

0.0

区 分 平 成 24 年 度 平 成 23 年 度

0.0 債 務 負 担 行 為 額

  平  成  24  年  度  決  算  に  基  づ  く  健  全  化  判  断  比  率　 　

 (F)+(G)+(H)-(I) 

11.25
実 質 公 債 費 比 率

―

0.8 2.7

350.0

― ―

350.0
将 来 負 担 比 率

16.25

―

11.25

4.2

4.4

3.9

4.0

△ 19.6

2,426,619

　※〔　〕書きは、早期健全化基準 

10.20

2,294,309

1,43950,630

2,295,7482,080,078

18,746

△ 4.586,492,482

増 減 率

Ｉ積 立 金 取 崩 し 額

Ｈ

Ｊ

0 0

平 成 23 年 度

84,723,084

越 す べ き 財 源

歳 入 歳 出 差 引 額

平 成 24 年 度

88,788,230

（ Ａ ） － （ Ｂ ）

Ｄ

Ａ

積 立 金

実 質 収 支
（ Ｃ ） － （ Ｄ ）

翌 年 度 に 繰 り

区 分

単 年 度 収 支

Ｃ

Ｅ

Ｆ

歳 入 総 額

歳 出 総 額

区 分 一 人 当 り 平 均

連 結 実 質 赤 字 比 率
―

16.25

職 員 数 等 の 状 況

職 員 数
職 員 数

24.4.1

給 料 月 額

Ｇ

1,556

79

1,439

繰 上 償 還 金

一 般 職 員

実 質 単 年 度 収 支

普
 
　
通
 
　
会
 
　
計

実 質 赤 字 比 率

1,477

0

38

合 計

その他の会計

小 計

教育公務員

臨 時 職 員

△ 152,000

0

10,447,888
24年度末
現在高

取
崩
額

24
年
度

調
整
額

2,090,051

25,030,715

2,113,826

減 債 基 金

12,292,823

20,065

1,738,000

△ 151,815

24,806,704

1,713,000

78

10

68

0

人 口 集 中 地 区 人 口

19,931

地 方 債 現 在 高

203,296

191,207

人 口 密 度

基 準 財 政 収 入 額

臨 時 財 政 対 策 債
発 行 可 能 額

80

37

12,343,813

財政調整基金

積
立
額

23年度末
現在高

積
　
　
立
　
　
金
　
　
の
　
　
状
　
　
況

0

2,260,304

2,239,014

3,710

25,000

0185

10,253,577

1

67

0

0

320,549

1,825,190

25.4.1

職 員 数
給 料 月 額

平 成 24 年 度

147

新規採用

区 分

区 分

一人当り平均

―

平 成 23 年 度

312,906

307,824

315,056

合 計

千円

その他特定目的
基 金

11,379,871 14,965,178

15,132,476

25.0 25.0

2,352,791

20,603,591

△ 264,861

2,029,448

基 準 財 政 需 要 額

実 質 収 支 比 率

△ 9.4

△ 4.6

3,418.4

△ 11.5

82,643,006

（ 荒 川 区 ）

22年　

17年　

Ｂ

24.4.1

25.4.1

国 調 人 口 人 口面 積

203,296

191,207

206,749

205,94710.20

15,132,435

49,384,38548,481,115

平 成 23 年 度平 成 24 年 度区 分

財 政 力 指 数

標 準 財 政 規 模 54,230,21752,129,497

0.31 0.31

1,174,113

―

2,598,6812,090,051
85.9

85.9
経 常 収 支 比 率

88.0

88.0

314,913

21,284,353

0

313,102

299,581

312,416

317,846

315,062

309,278

309,309



　　　　　　　　 区　名

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 一 般 財 源 等
経常収
支比率

千円 ％ ％ ％ 千円 ％

14,928,955 17.6 2.3 19.6 15,287,433 28.4

288,882 0.3 △ 6.4 11.9 9,063,018 17.3

181,792 0.2 △ 1.6 2.1 1,745,227 2.5

92,303 0.1 11.8 32.5 10,157,367 19.4

23,882 0.0 28.9 3.3 2,690,814 5.2

2,198,497 2.6 0.2 3.3 2,690,629 5.2

0 0.0 0.0 0.0 185 0.0

174,310 0.2 13.1 55.3 28,135,614 53.0

157,967 0.2 △ 57.9 15.5 10,425,790 18.7

34,272,247 40.5 △ 4.0 0.4 262,349 0.5

普通交付金 33,348,680 39.4 △ 2.6 5.8 4,155,503 6.6

特別交付金 923,567 1.1 △ 36.4 2.6 2,073,991

22,327 0.0 △ 2.7 0.0 3,000

　 52,341,162 61.8 △ 2.4 1.3 2,820 0.0

1,023,990 1.2 △ 1.9 9.8 7,333,479 9.3

1,891,107 2.2 5.3 0.0 0 0.0

334,610 0.4 △ 0.6 35.3 24,256,932 35.1

15,091,798 17.8 △ 2.6 9.4 1,730,139 ○経常経費充当

4,524,189 5.3 △ 5.6 補助事業費 1.9 285,910 　一般財源等

222,751 0.3 △ 17.2 単独事業費 7.4 1,444,229 千円

311,934 0.4 1,632.0 うち人件費 0.3 242,488 ○歳入経常一般財源等

1,890,823 2.2 △ 56.2 0.1 11,186  ＋減収補塡債特例分

2,295,748 2.7 △ 7.0 0.0 0  ＋臨時財政対策債

1,795,972 2.1 3.5 9.4 1,741,325 千円

2,999,000 3.5 3.7 ・歳入経常一般財源等

32,381,922 38.2 △ 7.9 千円

84,723,084 100.0 △ 4.6 100.0 54,133,871

決 算 額 構 成 比 増 減 率 構 成 比 構 成 比 (%)

千円 ％ ％ 千円 ％ 90.3

637,661 0.8 △ 9.0 1.2 0.4

10,220,264 12.4 △ 10.0 17.5 9.3

45,423,251 55.0 △ 1.8 47.2 0.0

6,366,528 7.7 △ 0.3 9.3 0.0

129,423 0.2 38.3 0.2 0.0

0 0.0 0.0 0.0 100.0

1,765,624 2.1 △ 3.6 1.0

4,593,703 5.6 △ 34.1 5.2

375,836 0.5 △ 8.0 0.4

10,397,696 12.6 7.7 13.1

42,186 0.1 △ 46.0 0.0

2,690,834 3.3 △ 2.6 5.0

0 0.0 0.0 0.0 歳入 1.7

歳出 1.6

歳入 10.0

（注）「公営事業・公営企業会計」欄の「普通会計繰入繰出額」の単位は 歳出 10.2

　　　「千円」である。 歳入 6.6

歳出 6.7

歳入 ―

歳出 ―

歳入 14.0

歳出 14.0

歳入 ―

歳出 ―

0.0

△ 6.9

262,349

3.4 3,425,569

0

財政調整交付金

地方特例交付金等 物 件 費

維 持 補 修 費

2,690,814

△ 1.9

2,690,629

△ 65.1

補 助 費 等

一時借入金利子

災害復旧事業費

普通建設事業費

使 用 料

手 数 料

交通安全対策特別
交 付 金

一 般 財 源 計

投 資 ・ 出 資 金

貸 付 金

繰 出 金

繰 上 充 用 金

義 務 的 経 費 計 45,715,284

積 立 金

3.0

△ 2.6

△ 20.3

4,795,041

2,113,826

2,690,629

26,826,560

△ 26.2

242,488

42,186

29,157,960

7,727,576

3,000

8,077,324

0

1,039,280

△ 30.2

△ 2.2

185

3.7

0.2

9,781,003

52,200,532

0.0

△ 30.3

△ 31.2

11.3

事 業 会 計

決  算  額 (千円) 増 減 率 (%)

合 計

一 般 財 源 等

特 別 区 民 税 徴 収 率

0.0

0.00

0

2.3

普 通 会 計

25,577,518

1.0

7,087,246

2,789,066 合　　計　(%)滞 納 繰 越 分 (%)

0.05,054,084 0

82,643,006 100.0 △ 4.5 54,133,871

0

540,531

204,483 23.1

24,916,760

荒　川　区

45,962,468

0

18,314,444

4,845,523

27,648,024

52,200,532

0

7,769,762

2.7

皆増

△ 3.6

鉱 産 税 0

1,587,221

6,140,355

△ 46.0

△ 1.1

82,643,006

決 算 額 ( 千 円 ) 増 減 率 (%)区 分

10,147,504

53,753

13,479,977

特　　別　　区　　税

軽 自 動 車 税

89.5

公 営 事 業 ・ 公 営 企 業 会 計

後期高齢者医療 2,239,866 533,558

国 民 健 康 保 険

97.0

24,820,746

繰入繰出額

3,269,259

千円

14,809,706

9,047,370

％

△ 3.7

△ 2.4

16,197,910

9,823,679

千円

現 年 課 税 分 (%)

△ 4.5

9,448,105

合 計 14,928,955

特 別 区 た ば こ 税

入 湯 税

1,395,225

法 定 外 普 通 税93,159

2,690,814

12,792,147

337,342

185

△ 2.6

うち退職金

扶 助 費

公 債 費

元 利 償 還 金

1,745,227 △ 6.9

分担金・負担金

都 支 出 金

区 分

合 計

寄 附 金

特 定 財 源 計

地 方 債

目　　　的　　　別　　　歳　　　出

失業対策事業費

637,659

総 務 費

消 防 費

議 会 費

商 工 費

土 木 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

諸 支 出 金

―

0

合 計 100.0

11,186

2,690,834
区 分

事 業 会 計 2,133,991

繰 越 金

国 庫 支 出 金

そ の 他 経 費 計

災 害 復 旧 費

公 債 費

教 育 費

財 産 収 入

諸 収 入

繰 入 金

投 資 的 経 費 計

特 別 区 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

自動車取得税交付金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割
交 付 金

増 減 率

歳　　　　　　　　　入

区 分 決 算 額

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分 経 常 一 般 財 源

人 件 費

うち職員給

公 営 企 業 会 計 ―

574,523

―

1,306,060

391,611

0

特 別 区 民 税

0

（介護サービス）

―

―

2,182,583

介 護 保 険 事 業

（ 保 険 事 業 ） 14,257,181

（ 駐 車 場 ） ― ―

14,530,240介 護 保 険 事 業

152,823

（介護サービス）

―

574,523公 営 企 業 会 計
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